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―――――――――――――――――――――― 

午前10時00分開会 

○水野委員長 

 おはようございます。 

 定足数に達していますので、ただいまから企画

文教委員会を開会します。 

 本委員会に付託されました案件は５件、すなわ

ち議案第37号、議案第38号、陳情第３号、請願第

１号、陳情第７号です。これらの案件を逐次議題

とします。 

 議案第37号 知立市職員団体のための職員の行

為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○高橋委員 

 議案第37号につきまして、本会議であえて勤務

を要しない日に労働組合活動ができるということ

を条例上うたうのはなぜかということで一応終わ

りました。 

 私、改めて企画部長御答弁の地方公務員法第55

条の２第６項を勉強させていただきました。職員

は、条例で定める場合を除き、給料を受けながら

職員団体のための業務を行い、または活動しては

ならないと、こう規定があります。 

 したがって、条例でこれを受けたということで

すが、この立法主旨はどういうことをねらってい

るんでしょうか。 

○秘書課長 

 本会議で議論いただきました件については、地

方公務員法55条の２の第６項についてということ

で今回条例を追加させていただくというものであ

りまして、その趣旨につきましては、今までも載

っておりますけども、休日及び年次有給休暇とい

うものの期間中の組合活動ということで条例にも

追加しております。 

 そんな中、これらについては正規の勤務時間に

相当する時間については給与支給の対象となって

おります。今回この時間を組合活動に利用するこ

とは、やはり本来差しつかえないものであります

けども、この６項というのが勤務時間の支給対象

の時間に組合活動するものについては、やはりあ

る程度、条例で規定して地方公務員法55条の２の

第６項によりますと、条例で定める場合を除き給

与を受けながら職員団体のためその業務を行い、

また、活動してはならないというのがありますの

で、この法律がある以上、私どもも一般的な休日

につきましては職員何をしていてもいいわけです

けど、職員団体のための業務ということでちょっ

と規定されておりますので、その給料支給対象の

部分については条例で定めるという考えで今回条

例を出させていただきました。 

○高橋委員 

 55条の２の第５項に、今は第６項の話で、第５

項に次のようなくだりがあるんですね。第５項と

いうのは専従者、組合専従になることが認められ

ております。55条の２でね。ただし、５年間を超

えてはならんということになってますが、組合専

従の許可を受けた場合、それは当然組合活動に専

従するわけですが、その許可が効力を有する間は

休職者とし、いかなる給与も支給されず、また、

その期間は退職手当の算定の基礎となる勤続期間

に算入されないものとすると、こうなっとるわけ

です。 

 つまり、公務員が税を原資に給料をいただいて

いるわけですから、みずからの地位の保全、みず

からの要求実現とはいえ、この給料をもらいなが

らその団体活動をやることについて厳しく戒めて

いると。専従者とて、その間は休職扱い、休職者

として給料はもちろん、退職手当の期間にも入れ

てはいけないと、こうなっている。その期間を組

合が当然保障するという形になるわけですけども、

税でそのことをしてはいけないということを厳し

くうたっている。ここに何が立法趣旨としてある

のかということですね、このことをお互いにはっ

きりさせないと、出されている条例提案について、

その本質的な理論といいますか、本質的な背景と

いうのは見えてこないというふうに思うんですが、

このくだりまで申し上げるんですが、改めて立法

趣旨について御説明くださいますか。 

○秘書課長 
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 今言われました55条の２の第５項ですけども、

専従者として許可を受けたときは、今言われたそ

の間に給与も支給されないというのが原則になっ

ておりますので、やはり組合で活動しているその

部分については無給というのが原則になっており

ます。 

 ですから、今回のこの６項については支給対象

になっている部分ですので、あえて条例に追加し

て、組合活動してもいいんだよという保障という

んですか、そういうので規定づけたというのがこ

の公務員法の趣旨かなと理解しております。 

○高橋委員 

 第１項は変わっておりません。（１）変わって

おりませんね。この条例の新旧表見てもらればわ

かるんですが、条例新旧表１の１、１項条例第２

条の（１）は略、略と、変わらない。これはどう

いうことをいってるかというと、適法な職員団体

との交渉についてはこの限りではないと、こうな

っています。なぜここだけいいんですか。適法な

職員団体との交渉においては給料がつくわけです、

除外ですから。なぜここだけそういう区別をする

んでしょうか。 

○秘書課長 

 今言われたこの条例の第１号ですね、法第55条

第８項の規定に基づきということですので、この

規定する適法な交渉は勤務時間中においても行う

ことができるという趣旨になっておりますので、

そういう時間中に交渉ができるというふうに理解

しております。 

○高橋委員 

 だから労働組合活動としてどれが適法でね、ど

れが適法でないのかというすみ分けがお互いに腹

に落ちていなきゃいけないと。 

 先ほど条文紹介があったように、適法な交渉、

労使の交渉、確定闘争いろいろ言葉がありますが、

この場合は勤務時間中にやってもよいと。この場

合は、どういう扱いになるんですか。給料はつく

んですか。 

○秘書課長 

 組合の方のいろんな活動もありますけども、先

ほどの対象の部分の適法な交渉につきましては、

勤務時間中においても行うことができるという規

定にもとに、今回のこの条例にもありますので、

活動はできると思っております。 

○高橋委員 

 いや、活動できるんだけど、給料はもちろん払

われてますよね、この間。 

○秘書課長 

 ですから、その時間においては勤務をしなくて

もよいということで給料を減額することはしてお

りません。 

○高橋委員 

 これは一般にいう職免を当然採用されていると。

職務専念義務の免除、この承認を得て交渉に当た

るというふうに理解するんですが、それでよろし

いですか。 

○秘書課長 

 職務専念義務の免除ということで該当して交渉

に当たっております。ですから、申請していただ

いて許可してということです。 

○高橋委員 

 だれがこの職務専念義務免除を決裁されるんで

すか。決裁権者。 

○秘書課長 

 所属長が一応市に申請していただいて、承認す

ると。そして私の方に合議というんですか、私の

方も許可をしているというふうです。 

○高橋委員 

 所属長並びに人事当局が合議をして、適法な交

渉についてはこれを職務専念義務の免除というこ

とを有給でやると、こういう今、答弁だったと思

います。それで正解だと思いますが、職務専念義

務の免除というのは、ほかにも具体的な事例があ

るんですか。 

○秘書課長 

 ちょっと詳しく見ないとはっきりとはあれです

けど、私が来てから記億で覚えておりますのは、

私どもの秘書課におります国際交流協会の事務を

担当しているということで、その事務に当たる部

分についてはその扱いをしております。決裁をと
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って扱っております。 

 それからあと、市の職員の消防団員につきまし

ても、その消防団の活動ですね、火災の出動とか

そういうときに当たって事前に年間通して申請し

て許可しております。 

 それと、あとちょっとまだあったんですけど、

今思い出しませんので、すみません。 

○高橋委員 

 労働組合活動について職免の場合は適法な労使

の交渉ということ以外には現在認められていない

と、こう理解するんですが、そういう理解でいい

ですか。 

 それから、職員団体以外の団体、例えば今言っ

た消防団、あるいは国際交流協会に所属している

場合は国際交流協会というのは、市の正式な業務

ではないということで職免をされるということで

すか、どんな有給職免があるのか、もうちょっと

まとめたものを御提示いただくということはでき

ませんか。 

○秘書課長 

 今ちょっと手元にありませんので、用意させて

いただきたいと思いので、お願いします。 

 それでは、一部でありますけども申し上げます。 

 職員における人間ドックを受診する場合に１日

与えております。自動車免許の更新に当たって、

４時間まで必要な時間ということで認めておりま

す。それとあと、深夜勤務の場合、深夜の勤務で

午後10時から午後12時までの深夜勤務の時間数が

１時間半以上たった場合に、翌日になりますけど

１時間というふうに。それとあと、午前０時から

午前５時までについて２時間未満の場合は２時間、

２時間以上の場合は４時間というふうで職免をし

ております。これについては、選挙の開票とかそ

ういうときとか、あと非常配備もあったかと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○高橋委員 

 ちょっと窓口が広がってしまいましたが、労働

組合活動についていえば、適法な交渉以外には職

務専念義務の免除は許されないと。 

 したがって、有給休暇等を取って、ここにあり

ますね、有給ならいいと。有給休暇を取って、あ

るいは時間給等取って組合活動をやるという現在

到達だということはお互いに理解をしておきたい

と思います。 

 それでね、ちょっと間口が広がってしまったん

ですが、そのほかの職免、今、人間ドック、免許

の更新、深夜勤務等における翌日の一定期間の職

免というのがあったんですが、国際交流協会その

他のこともおっしゃっているんで、一度一覧表に

して委員長、当委員会にきちっとしたものをお出

しいただきたいというぐあいに思いますが、いか

がでしょうか。 

○秘書課長 

 それでは、後になりますけども、まとめさせて

いただいて提出させていただきたいと思います。 

○高橋委員 

 わかりました。 

○水野委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に、討論に入ります。 

 まず本案に対する反対討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第37号につきまして、挙手により採決しま

す。 

 議案第37号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手全員です。したがって、議案第37号 知立

市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関

する条例の一部を改正する条例の件は、原案のと

おり可決すべきものと決定しました。 

 議案第38号 知立市職員の育児休業等に関する

条例及び知立市職員の勤務時間、休暇等に関する
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条例の一部を改正する条例の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○高橋委員 

 職員の育児休業等に関する法令整備によって我

が市の条例を改正しようというものなんですが、

その具体的な事例について本会議で佐藤議員が幾

つか質問させていただきました。 

 具体的な実績、給与の保障、心配される幾つか

の面が明らかになり、十分な運用が求められると

ころですが、その上に立って若干お尋ねしたいこ

とがあります。それは議案一覧表で議案番号を付

して解説がありますので、ここの概要をごらんい

ただくと概要の２ページですね、（１）について

主に本会議で聞かせていただいたんですが、

（２）でひとつお尋ねしたいのは、アとイがある

んです。これは時間外勤務をさせてはならないと

いいますか、時間内で帰りたいと、そのことを認

める条文です。イの場合、３歳に満たない子のあ

す職員が、当該子を養育するための請求した場合

に当該職員の業務を処理するための措置を講ずる

ことが著しく困難な場合を除き時間外勤務をさせ

てはならないと、こうなってるわけです。 

 ３歳に満たない子のある職員が定時で帰りたい

と。これはその客観的な事情がわからないわけで

ありませんが、基本的に要求があれば帰してあげ

るべきだと思うんですが、ここに業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である場合、

極めて主観的でケース・バイ・ケースを想定する

ような文言が入っているのでね、この文言の意味、

そして具体的な運用、どういうふうに考えていら

っしゃるのか明らかにしてください。 

○秘書課長 

 今回のこの（２）の方ですけども、勤務時間条

例第８条の３第２項ということで新設させていた

だくものでありますけども、３歳に満たない子の

ある職員が請求した場合に、この当該職員の業務

を処理するために困難だという場合ですけども、

現状においても３歳未満の子、育休明けの職員と

かそういう方でも同じだと思うんですけども、や

はりある程度、職場で復帰して働いていただいて

おりますけども、そんなときにも各職場において、

どうしても仕事において残業しないといけない場

合もありますので、その辺は所属長と話し合って

いただいて、本人も了承いただいた上で超過勤務

に当たっていただくというふうな考えであります。 

○高橋委員 

 そういうことなんでしょうけども、あえてこの

条文が入ったということは、基本的に３歳未満児

については請求があればその請求を認めるという

のが大原則だと思うんですね。そこはいいですか。 

○秘書課長 

 ですから、今回の改正の趣旨については、やは

り３歳に満たない子まで今回新設されたわけです

ので、その辺の法の趣旨はそれを原則として当然

認めるべきでありますけども、ただ、その仕事の

直接当たってる職員がどうしてもその職員でない

といけない場合は、やはり職員と相談の上、所属

長が判断して行う。 

 それとあとは、所属長において、そういう対象

者の仕事の配置とか配分、その辺も調整していた

だいて、これらのその新しい適用になった部分に

ついてうまく運用できるような体制がとれれば私

ども人事としてはありがたいと思っております。 

○高橋委員 

 これは文字どおり例外的な規定で、現職の職員

ですから、それはどうしてその職員をして残業さ

せないと仕事がね、つまりあしたの朝までにどう

しても処理しなければならない仕事という極めて

限定的特異な例を除いては基本的にはそういうこ

とは認めると、そういうことは認めるというか、

時間外をさせないと。 

 つまり、所属長によって認める所属長もおれば、

認めない所属長もいるというようなことでは困る

わけですわ。そして、部下が所属長に物を言う場

合に、緊張感のない雰囲気で物が言える所属長や

職場もあるでしょうけども、みんなが一生懸命っ

やっておるのに私は５時で帰りたいということに

ついては一定の勇気とプレッシャーを感じながら

所属長に申請をされると。そのときに所属長が気

分や雰囲気で判断される所属長はみえないと思う



- 6 - 

けども、それはだめだというようなことになりま

すと、その一言をもって一気にこの条例が規定が

なし崩しになっていく。 

 だから私は、その許可しない具体的な事例は次

のような状況のものだと。つまり、極めて限定的

で、なおかつだれが見ても納得できるような場合

を除いては、これはだめだというぐらいのガイド

ラインというか、基準を人事当局はつくって、そ

ういうこの具体的な基準で運用すべきだといって

私は所属長にきちっと教育し、また、その概念を

示すべきだと、こう思うんですが、どう思われま

す。 

○秘書課長 

 今回のやはり日本の尐子化において、今回労働

者が就業して子供の養育に当たるというこの趣旨

の環境整備という一番重要になってきますので、

やはりその辺は所属長がこの趣旨を理解して、や

はりほんとに特別のものを除いて請求があったと

きは時間外をさせないというようなふうで、人事

としては、この今回の改正の趣旨については議決

されましたら周知していきたいと思っております

けども、そのガイドラインとか限定というのまで

は今ちょっと現状では考えていませんですけども。 

○高橋委員 

 私、育休の考え方や育休の法律の改正の中身を

いろいろと勉強をさせていただいておるんですが、

私の頭が相当固いなと、育休の改正を見るとね。

育メンといって男が育児をしなさいと、厚生労働

省が一番やってないんだということもやり玉に挙

がったんですが、例えば、配偶者が専従で子育て

ができる環境であっても男性の職員が育休を取る

ことを認めましょうというわけでしょう、今度。 

 そういう点でいうと、私どもが育った環境から

いうと、育休、育児に対する概念や考え方が相当

新鮮なものに切りかえていかないと、どうも対応

できない。男は厨房に入るなと、これは我々の前

の世代の男性に対する一つのことわざだったんで

すが、私たちは男女共学でそういう思想を体には

持っていませんが、昨今はさらに進んでね、男性

が家庭で育児し、女性が外で働くというようなケ

ースもふえてきているという状況のもとで、私も

育休に関するいろんなものを先ほど言ったように

学ぶにつけて、古い自分が育休の法律の改正の中

で洗われていくような思いになっているわけです。 

 つまり申し上げたいのは、所属長が私のような

年代ではないにしても、それに近い年代の人たち

の場合には、この立法の趣旨が必ずしも体に身に

ついていない。したがって、育休請求権者とこれ

を許可する間に考え方の違い、法律の求めている

内容についての不一致があった場合には、今言っ

たような具体的なケースとして、いや、だめだと

いうことがないわけでもないのではないかと、こ

んな危惧ね、これは私の危惧であることを望むわ

けですが、感ずるわけです。 

 したがって、これは極めて例外的規定だと。客

観的にだれが見ても、それはどうしようもないと

いう例外中の例外として申請を却下することがあ

り得ると。基本的に申請されたら時間外はさせな

いと。こういう点で、ひとつきちっと庁内の意思

を形成されるべきだと思いますが、企画部長どう

ですか、私の意見について。 

○企画部長 

 育休に関する考え方というのは、今、御披露が

あったわけですが、まさしく私もそういうふうに

感じております。 

 今言われるように、この規定だけではなくて育

休そのものに対する考え方がだんだんと変わって

きておる。その中で規定された条項でございます

ので、いわゆる限定的にこれを考えていく。考え

ていくというのは残業をどうしてもやらなきゃい

かんということは限定的に考えていくと。基本的

には請求があれば認めていくということで各課に

も通知を差し上げたいし、人事当局もそういう視

線で考えてまいりたいと思います。 

○高橋委員 

 秘書課長いいですか、今の答弁で。基本的には

認めていくんだと。これがあくまでも本流である

し、その流れなんだと。例外中の例外として規定

されたというのが今の企画部長の答弁だと思いま

すので、その線に沿ってひとつやっていただきた
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いんですが、改めて確認の御意見を求めたい。 

○秘書課長 

 この法の趣旨に沿って、させてはならないとい

うのを原則にして各課の方に趣旨を説明していき

たいと思っております。 

○嶋﨑委員 

 一点だけお願いしたいと思います。 

 よくわからないところですけども、今の第２項

のところで、せっかくこうして項目を入れていた

だいたんですけども、この項目を悪用する、また

は逆用するという職員が出た場合、これはどうい

うような処罰になるかを参考に教えていただきた

いと思います。 

○秘書課長 

 今言われたことは、８条の３の２項を逆に利用

して、その法の趣旨に反した利用した場合の罰則

ということでよろしいでしょうか。 

 やはり私ども地方公務員ですので、法の趣旨を

きちんと守る遵守する立場でありますので、その

ようなことがないように人事当局としてもこの改

正の趣旨を職員に周知して、そういうことにない

ようにしていきたいと思っております。 

○水野委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に、討論に入ります。 

 まず本案に対する反対討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第38号について、挙手により採決します。 

 議案第38号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手全員です。したがって、議案第38号 知立

市職員の育児休業等に関する条例及び知立市職員

の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例の件は、原案のとおり可決すべきものと決

定しました。 

 ここでしばらく休憩します。 

休憩 午前10時32分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午前10時32分 

○水野委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 陳情第３号 横流しされた金についての陳情の

件を議題とします。 

 御意見などがありましたら発言をお願いします。 

○坂田委員 

 陳情第３号については、不採択の立場で意見を

述べさせていただきます。 

 今回のこの陳情書の内容に目を通してみますと、

陳情者の感情論や文書の一部には陳情者の作為的

な部分もあるのではと感じられ、また、教育委員

会の意見と大きく乖離する部分もあり、現時点で

本陳情を取り上げるには無理があると考えらます

ので、不採択でお願いいたします。 

 以上です。 

○高橋委員 

 本陳情の願意は、陳情書の冒頭６行あたりにそ

の願意の中心があります。すなわち、公金で支払

われるべき陳情者のいわば賃金がＰＴＡ会費の横

流し、あるいはポケットマネーであるなどの内容

であるために市議会において監査請求をされるよ

う求めている陳情であります。 

 この願意は、以前にも私、議論しましたが、公

金として支弁されている行為について、その支弁

の内容や中身が適法かどうかを請求するという意

味合いでの監査請求というのは成立をいたします

けども、支弁されていない、いわば負の支弁を本

来このように支弁すべきだという形で監査請求を

求めることは住民監査請求の概念に合致しないと

いうことがかつての委員会で当時の監査委員事務

局から明らかになりました。私もその見解を了と

するものであります。 

 したがいまして、本陳情の願意が市議会による

監査請求、そして公金として支払われていないも
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のの監査請求を求めていらっしゃいますので、本

件については、その意味でこの陳情を了とするわ

けにはまいらないというふうに思います。したが

って、あの陳情そのものについては不採択という

対応を表明したいと思います。 

 それで理由書の中に書かれている文章でありま

すが、私の認識するところによると、陳情者が言

われているように、この理由書の５行目あたりで

すか、残念ながら知立市教育委員会は解決するつ

もりがないようですと。その一段奥に実労働の半

分の勤務時間分しか公金で支払えないと。つまり

市長が頭を下げるから半分で勘弁してくれという

内容だそうですということで、頭を下げて職員の

給料を半分にした例があるんでしょうかというふ

うに便々と述べられております。 

 私の認識してる本件についての状況では、教育

委員会並びに陳情者との間で、るる協議が進んで

いたというふうに認識をしております。市教委が

全く解決するつもりがないのではなくて、私の理

解するところでは、労働日の認定、理科支援員と

して陳情者が何日間働いたのか。つまり労働日の

認定では一致しているというふうに認識をしてお

ります。 

 ただ、問題になっているのは、１日当たり、１

回当たりの理科支援員の実労働時間を何時間にす

るのか、何時間だったのか。つまり理科支援員１

コマと呼んでいるようですが、１コマの実労働時

間の認識にずれがある、私はそのように理解をし

ております。 

 すなわち、１日で２コマあるいは３コマ、４コ

マというふうに労働されるケースがあるようです

が、１コマ市は1.5時間、陳情者は１コマ３時間

というふうに主張が食い違っております。場合に

よっては４コマやる場合が具体的にあるようです

が、そうなりますと３時間の場合、４コマの12時

間１日で勤務をするというような事態にもなりま

す。したがって、実労働時間が一体全体何時間だ

ったのかという点で陳情者と市教委の間に認識の

ずれがあったというふうに理解をしております。 

 それで陳情者言われているように、2010年３月

12日が最後の連絡ですとなっておるんですが、双

方の努力がその意味で認識のずれをどう埋めたら

いいのかということで双方の努力が行われている

途中が３月12日だったというぐあいに理解をして

おります。その後の合意をさらに努力しながら、

積み上げるべきそういう時期だったというふうに

思いますが、陳情者は３月12日をもって交渉が成

就しないと御理解をされたのでしょうか、その後

は自分の思いを語られまして、現在は知立市民で

はなくなってしまった。二度と再び知立市で暮ら

したくないと。私は知立市民をやめますというよ

うに述べられております。そういう経緯でありま

すので、市教委の努力が全くなかったという認識

は、私は、やや同感として同調するわけにはまい

らないというふうにも考えます。 

 いずれにしましても、冒頭申し上げたように、

市議会が本件での監査請求を行うことについては、

申し上げたようになじまないという点で、本陳情

について不採択とすべきだというふうに申し上げ

ます。 

○水野委員長 

 ほかによろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第３号について採択することに賛成の委員

は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手なしです。 

 次に、陳情第３号について不採択とすること賛

成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手全員です。したがって、陳情第３号 横流

しされた金についての陳情の件は、不採択とすべ

きものと決定しました。 

 請願第１号 憲法第九条を堅持することを求め

る意見書提出と憲法第九条の理念に適った非戦平

和主義の宣言並びに非戦平和主義を広めることを
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求める請願の件を議題とします。 

 御意見などがありましたら発言をお願いします。 

○久田委員 

 請願第１号について不採択の意見を述べさせて

いただきます。 

 戦後の憲法論議の中心は、９条と自衛隊の関連

でありました。現在は国民の多くが自衛権の存在

を高く評価しております。最近では自衛隊も海外

のＰＫＯの活動や人道支援活動で汗を流すように

なりました。しかし、派遣要員が自己や同僚を守

る目的なら武器は使えるが、同じ任務のために離

れた場所で活動する外国軍隊や国際機関の要員の

ためには使えないといった憲法解釈上の不備が指

摘をされております。これでは軍隊としてはおか

しな話であります。 

 また、９条により集団的自衛権が行使できない

と解釈されていることについても日米同盟の抑止

力を減退させる危険性をはらんでいるのみならず、

アジアにおける集団的な安全保障協力を効果的に

推進する上での障害となるとの批判も出ておりま

す。現在は国際テロリズムや北朝鮮の拉致事件な

どがあり、憲法９条を世界のＰＲすれば平和にな

るというような状況ではないのであります。国及

び国民の安全が確保できるような憲法９条の改正

の必要があるからであります。そんなことからし

て、請願第１条は不採択でお願いいたします。 

○高橋委員 

 私は、請願第１号に対して採択すべきだと、賛

成の立場を表明したいと思います。 

 特に私が注目しているのは、今回、宗教者が憲

法９条を含め、平和の思いについて具体的に市議

会に憲法９条遵守を求める行動をされた、このこ

とについて心から敬意を表したいというふうに思

います。 

 かつての大戦は厳しい国家統制のもとで十分な

国民的な発言も許されない中で、あのような形で

強行されました。多くの宗教者もみずからの教義

とその思いを十分表明できないまま、過去の戦争

に突き進んでいったその歴史の事実があります。

特に真宗大谷派にあっては、過去の戦争とそれに

対するみずからの態度について、謙虚に思いを深

めながら今日の平和についてのとらえ方を研さん

されておられます。その意味でも高く私は評価を

させていただく敬意を表するものであります。 

 述べられておりますように、日本国憲法が世界

に名だたる平和憲法としてその存在を今日キープ

しているのは、このゴシックで書かれている内容

そのものであります。日本国民は正義と秩序を基

調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動た

る戦争と武力による威嚇または武力の行使は国際

紛争を解決する手段としては永久にこれを放棄す

る。前項の目的を達するために陸・海・空軍その

他の戦力はこれを保持しない。国の交戦権はこれ

を認めない。極めて高い崇高な理念が憲法９条で

あります。 

 私は、過去の戦争を経験された多くの皆さんの

思いと私自身の思いを重ねて、いかなる事態であ

れ、本憲法９条を改定してはならない、強く決意

をするものであります。 

 自民党政権下では、とりわけ安倍内閣が美しい

国づくりを述べ、教育勅語を連想させるような国

家主観を国民に押しつけようといたしました。短

命で国民の批判を浴びたわけであります。そして、

そういう状況のもとで憲法改定の手続法としての

国民投票法がここに書かれているような形で施行

されております。 

 民主党政権下ではどうかといえば、民主党政権

下では小沢氏を軸に改憲解釈が横行しようとして

おります。国連決議さえあれば海外で自衛隊が武

力行使をすることができる。すなわち、海外での

集団的自衛権を国連決議の名においてこれを認め

るという解釈であります。それを成就するために

内閣法制局長官が憲法の番人として国会で客観的

な憲法論議を行うことに支障があるとして国会法

を変えて内閣官房長官を国会の出席からこれを排

除する、こういう暴挙まで企まれたわけですが、

小沢氏もああいう形で失脚をすることとなりまし

た。同法は国会でかかっておりますが、このまま

では廃案の見通しであります。 

 私どもは、こういう点から、当市においても憲
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法９条を本当に守ってこうという草の根の住民運

動や草の根の仕事を大いにしていかなければなら

ない、このように考えます。 

 請願項目の２番、憲法９条の理念をうたった非

戦平和の実現を願うまちづくり宣言、これはこの

趣旨とはぴたっと一致するかどうかはともかくと

して、核兵器廃絶と再び戦争を起こさない、この

ことを誓った平和都市宣言が最終日に上程の予定

であります。 

 また、非戦平和主義を市民とともに確認、学習

し、これを続けていく決議、平和パネルとか、あ

るいは戦争体験を語る学校でのカリキュラムいう

ものも十分とはいえませんが対応されております。 

 久田委員があのようなことをおっしゃいました

が、どうも戦後生まれの新鮮な市会議員としては、

やや時代がかった御発言ではないかというふうに

思います。 

 以上、申し上げて、とりわけ宗教者、真宗大谷

派の九条の会から出された本請願に敬意を表しな

がら賛成をしたいと思います。 

 以上です。 

○水野委員長 

 ほかに意見はありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 それでは、これより採決します。 

 請願第１号について採択することに賛成の委員

は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手尐数です。 

 次に、請願第１号について不採択とすること賛

成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手多数です。したがって、請願第１号 憲法

第九条を堅持することを求める意見書提出と憲法

第九条の理念に適った非戦平和主義の宣言並びに

非戦平和主義を広めることを求める請願の件は、

不採択とすべきものと決定しました。 

 陳情第７号 働く者の権利を守り、住民の安

全・安心を確保し、憲法擁護・核兵器のない世界

を求める陳情書の件を議題とします。 

 御意見がありましたら発言をお願いします。 

○嶋﨑委員 

 陳情第７号 働く者の権利を守り、住民の安

全・安心を確保し、憲法擁護・核兵器のない世界

を求める陳情書については不採択でお願いします。 

 知立市も平和宣言としてそう進んでいくところ

であります。住民の平和、安心を確保するという

ことは大切であると考えていますところです。陳

情７号の願意は理解できるところもあるが、多く

の要望をされております。一つに絞り切れないと

ころをもって、よって不採択とさせていただきた

いと思います。 

○高橋委員 

 今、討論聞きましたが、ちょっと私、大変残念

な思いです。 

 世間は長い間続いた自民党政権に明確なノーを

突きつけました。そして民主党に次代を任せる選

択をし、耐えられなくなった鳩山内閣が今、表紙

をかえて菅内閣ができたわけです。国民は、こう

いう選択を通じて何を訴えているのか、何を求め

ているのか。陳情第７号は、その側面をきちっと

補足した国民の願いを多面的に、しかも一つの本

質に向かって問うている極めて重要な陳情の願意

だというふうに私は受けとめます。 

 述べているのは、大きく言って二つであります。

一つは、労働者の働き方など人間らしい働き、人

間らしく生活できるルールある社会、これを国や

自治体がしっかり守ってほしい、この願意であり

ます。激しい競争社会、市場原理主義、新自由主

義が人々の心をぼろぼろにして今日のせつな的な

社会を加速したことは、論を待たずにお互いが認

識できるところではないでしょうか。この点が願

意の第一です。 

 いまひとつは、戦後の日本の経済発展を支えた

根幹として日本国憲法、とりわけ９条の戦争放棄

などの条項、これを引き続き守っていただきたい、

こういうものであります。後段部分は、先ほどの
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真宗大谷派の皆さんの請願でその意を述べさせて

いただきました。その上で具体的には公共サービ

スの基本法の趣旨を生かして、公共サービス部門

で働く労働者の官製ワーキングプアをなくしてほ

しい方策をとれ、これは一昨日の本会議の議案質

疑でも公共下水道６割強で落札すると、落札率が。

そのことはそのことで認識するんですが、そのこ

とを通じて下請労働者や弱い人々に単価の切り下

げなどのしわ寄せがいくのではないか、全国各地

でそれが問題になっています。働けど働けど我が

暮らし楽にならざる。かつてよんだ啄木の声が聞

こえてくるようであります。しかも、官製ワーキ

ングプア、公共事業の発注ということを通じてワ

ーキングプアを生むようなことがあっては断じて

ならない。公契約条例、今全国で大きな運動が広

がり、当市でも検討されていますが、これを求め

る適切な願意、内容だと思います。 

 また、国民の暮らしや権利を保障するための必

要な人員の確保、定員削減計画の撤回、生活保護

のケースワーカーの補充など、当市でもこれらに

ついて議論が深まり、具体的に増員をしていただ

いているところであります。 

 三つ目には、地方交付税制度、国庫負担制度、

補助金制度、これらが地方自治体に十分な財源確

保として働くように求めており、全く異論にない

ところであります。 

 また、道州制の導入は具体的な議論必ずしも十

分ではありませんが、昨今の市町村合併を見れば

そのとおり、小さな自治体は合併によって大変不

便で住民サービスが低下をする。各地で告発が行

われております。この都道府県版である道州制に

ついての疑問が出されております。 

 また、地域主権戦略、民主党が言っております

が、地域主権を旗印にしながら、実際は国の責任

を放棄していく、こういう問題点についても指摘

をしているところであります。 

 ６番、７番は先ほど申し上げたとおり、憲法９

条と内閣法制局長官の答弁禁止、問題だという願

意であります。まさに時代の流れを得た適切な陳

情であり、この陳情を心から採択されるよう求め

たい、そのように発言して私の発言をいたします。 

○水野委員長 

 ほかに意見はありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第７号について採択することに賛成の委員

は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手尐数です。 

 次に、陳情第７号について不採択とすることに

賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○水野委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第７号 働く

者の権利を守り、住民の安全・安心を確保し、憲

法擁護・核兵器のない世界を求める陳情書の件は、

不採択とすべきものと決定しました。 

 以上で、本委員会に付託された案件の審査は終

了しました。 

 なお、本会議における委員長報告の文案につき

ましては、正副委員長に御一任お願いしたいと思

いますが、御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○水野委員長 

異議なしと認め、そのように決定しました。 

以上で、企画文教委員会を閉会します。 

午前10時56分閉会 

――――――――――――――――――――――― 
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